別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農村教育推進費
	事業名:　新　地域就農支援活動サポート事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業振興課　就農支援担当　電話番号：058-272-1111（内2665）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11415@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,000千円（前年度予算額：－　千円）

	事業内容


	１　事業の内容


地域が一体となって就農相談から就農後の技術・経営支援までを行う「地域就農支援協議会(仮称)」の設置・運営に必要な経費の一部を助成します。
【助成内容】　○事業主体：地域協議会等

○補助率　：１／２以内（上限：1,200千円）
○助成対象：協議会運営に必要な就農専門員人件費
就農支援研修実施に必要な指導経費・賃借料・消耗品等

	２　所要経費


地域協議会補助金　6,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
○農業の担い手を育成・確保する

（１）新規就農者を育成する
　　　　・就農情報の提供や相談活動、就農支援研修の実施から、就農後の技術、経営
支援による就農定着までの一貫した就農支援体制を整備する。
	２　これまでの取組状況


　就農希望者に対しては、青年農業者等育成センターによる就農相談や就農希望者のニーズに応じた各種就農支援研修の実施により就農に向けての支援を行ってきました。

（平成２１年度実績）就農相談者数　４７９件、就農支援研修受講者数５６８件

	３　これまでの取組に対する評価


就農希望者の農業に対する知識や理解度に応じた各種就農支援研修を継続的に実施したことにより、受講生は増加しており、新規就農者数の増加にもつながっています。
しかしながら、就農希望者の多くは他産業からのＵターン・新規参入者であり、就農に必要な技術・資金・農地等を持ち合わせていない者が多くあり、就農希望者への支援については、技術習得はもちろん、農地確保、資金調達にいたるまでの幅広い支援が必要であり、地域の生産者をはじめ関係機関が連携した地域ぐるみで行う新たな就農支援体制整備が必要と考えています。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


